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（ ）１ がん対策 ３４３億円 ３１６億円

の総合的かつ計画的な推進がん対策

がんが国民の疾病による死亡の最大の原因となっている現状並びに平成１９

年４月に施行された「がん対策基本法」及び同年６月に策定された「がん対策

推進基本計画」を踏まえ、総合的かつ計画的にがん対策を推進する。

（１）放射線療法及び化学療法の推進並びにこれらを専門的に行う医師等の育成

（ ）３６億円 ４３億円

がん診療連携拠点病院において若手医師をがん医療の専門医師として育成する体制の

構築や、がん医療の専門的な知識及び技能を有する医師、看護師、薬剤師、診療放射線

技師等の育成並びにこれらの医師等に対する指導者の育成を行う。

（主な事業）

・がん診療連携拠点病院機能強化事業 ３４億円

がん医療水準の向上と地域格差の是正を図るため、がん診療連携拠点病院におけ

る医師等の医療従事者に対して、放射線療法や化学療法等、質の高い医療を行うた

めに必要な研修を行うほか、精度の高い院内がん登録、患者や家族への相談支援等

の実施、地域の医療機関との連携を推進するとともに、病理医が不足している状況

から病理医の育成及び病理診断補助員の確保を図る。

（補助先） 都道府県、独立行政法人等

（補助率） １／２、定額（１０／１０相当）

（都道府県：１／２、独立行政法人等：定額（１０／１０相当 ））

（１施設当たり単価）

都道府県がん診療連携拠点病院 26,000千円（前年度20,000千円）

地域がん診療連携拠点病院 14,000千円（前年度14,000千円）

（ ） ． （ ． ）２ 治療の初期段階からの緩和ケアの実施 ３ ８億円 ６ ２億円

、 、患者本人の意向を十分尊重した上で がんの治療方法等の選択を可能とするとともに

がん患者の状況に応じて疼痛などの緩和を目的とする医療が早期から適切に行われるよ

う、医療従事者に対して、緩和ケアやコミュニケーション技術等の研修を行う。

（主な事業）

・がん医療に携わる医師に対する緩和ケア研修等事業 １．４億円

緩和ケアを治療の初期段階から実施できる体制を整備するための研修を実施する

ことががん対策推進基本計画で掲げられていることを踏まえ、全国の医師を対象に

緩和ケアに関する研修を行うとともに、併せて、研修の実施に必要な指導者の育成

等を行う。

（委託先）特定非営利活動法人日本緩和医療学会
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・都道府県がん対策推進事業（緩和ケア研修部分） １．２億円

都道府県が実施主体となり、地域の緩和ケア実施体制の充実強化を図るための研

修会等を実施するための支援を行う。

（補助先） 都道府県

（補助率） １／２

（３）がん登録の推進とがん医療に関する相談支援及び情報提供体制の整備

． （ ． ）８ ７億円 ６ ８億円

科学的知見に基づく適切ながん医療の提供に資するよう、がん患者の診断・治療内容

等の情報を把握・分析するため、独立行政法人国立がん研究センターにおいて院内がん

登録を進めるとともに、がん診療連携拠点病院等に対して精度の高い院内がん登録を実

施するための支援を行う。

また、地域がん登録を実施していない都県に対し指導するとともに、データの集計・

分析を行い、地域がん登録の促進を図る。

○・がん総合相談に携わる者に対する研修プログラム策定事業 ４９百万円新

がん患者又はその家族の方が行うピアサポーターなど、がんに関する相談員に対

し、がんに関する相談事業に必要な基本的スキルを身につけるための、研修プログ

ラムの策定を行う。

・都道府県がん対策推進事業（緩和ケア研修部分を除く） ８．２億円

都道府県に新たに地域統括相談センターを設置し、患者・家族らのがんに関する

相談について、心理、療養生活や介護など様々な分野に関する相談をワンストップ

で提供する体制を支援するとともに、都道府県がん対策推進計画に基づき、地方自

治体が行う、がん検診の受診体制の強化や医療提供体制の整備、がんに関する正し

い知識をはじめとした普及啓発など、重点的に取り組む施策に対する支援を行う。

（補助先） 都道府県

（補助率） １／２

（４）がん予防・早期発見の推進とがん医療水準均てん化の促進

（ ）１３９億円 １１１億円

女性特有のがん検診推進事業を引き続き実施するとともに、新たに大腸がん検診につ

いて、働き盛りの世代（４０歳、４５歳、５０歳、５５歳、６０歳）が無料で検診を受

けることができる体制を整備することで、がんによる死亡リスクの大幅な軽減を図る。

（主な事業）

○・働く世代への大腸がん検診推進事業 ４１億円新 元気な日本復活特別枠

４０歳から６０歳までの５歳刻みの方に対して、市町村が対象者全員に大腸がん

検診の無料クーポン券等を送付し、がん検診の重要性や検診方法を理解していただ

くとともに、受診希望者に大腸がん検査キット等を直接送付など、がん検診を受け

やすくし、大腸がんが疑われる者に対しては、精密検査につなげるような体制を構

築する。

（補助先） 市町村

（補助率） １／２

-2-



・女性特有のがん検診推進事業 ７２億円

一定の年齢に達した女性に対し、女性特有のがんである子宮頸がん及び乳がん検

診の無料クーポン券と検診手帳を配布し、検診受診率の向上を図るため、市町村が

実施する事業に要する費用の一部を助成する。

（補助先） 市町村

（補助率） １／２

（対象年齢） ・子宮頸がん：２０歳、２５歳、３０歳、３５歳、４０歳

・乳 が ん：４０歳、４５歳、５０歳、５５歳、６０歳

（ ） （ ）５ がんに関する研究の推進 ６８億円 ６１億円

日本発のがんワクチン療法による革新的ながん治療開発を戦略的に行うなど、がんに

よる死亡者の減少、すべてのがん患者及びその家族の苦痛の軽減並びに療養生活の質の

維持・向上を図るため、がん対策に資する研究をより一層推進するとともに、がんの予

防、診断、治療等に係る技術の向上などの研究成果を普及、活用する。

（主な事業）

元気な日本復活特別枠○・健康長寿社会実現のためのライフ・イノベー新

ションプロジェクト（がん関係分）
（※厚生科学課計上）１４億円

日本発のがんワクチン療法の実用化に向けた臨床開発研究を強力に推進するとと
もに、固形がんのがん幹細胞を死滅させる革新的治療法の開発研究やバイオマー
カーを用いた先進的な画像診断技術の開発研究を推進する。

○・日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療の開発研究事業 １３億円新

がん患者が仕事とがん治療を両立できるような日常生活の質の向上に資する

新たな治療法として、日本発のがんワクチン療法の実用化に向けた臨床開発研

究を強力に推進する。

＜健康長寿社会実現のためのライフ・イノベーションプロジェクトのうち、

がんワクチン計上事業＞

・難病・がん等の疾患分野の医療の実用化研究事業のうち１１億円（再掲）

先端医療技術等の開発・研究推進事業のうち２億円・

・第３次対がん総合戦略研究経費 （※厚生科学課計上）４６億円

（６）がん対策を総合的かつ計画的に推進するために必要な経費

（ ）２２百万円 １９百万円

がん対策の総合的な調整・推進を図るため、国際連携体制の構築や国民に対するメッ

セージの発信及び施策の進捗管理及び評価等を行う。

・がん対策推進費 １７百万円

（７）独立行政法人国立がん研究センター運営費交付金 ８８億円（８８億円）

。独立行政法人国立がん研究センターの事業運営に必要な経費について交付金を措置する

・独立行政法人国立がん研究センター運営費交付金 （※医政局計上）８８億円
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（ ）２ 肝炎対策 ２３８億円 ２３６億円
【うち国民の安心を守る肝炎対策強化推進事業（特別枠） ３５億円】

（１）肝炎治療促進のための環境整備 １５２億円
インターフェロン治療及び核酸アナログ製剤治療を必要とする肝炎患者がその治

療を受けられるよう、医療費の助成を行う。また、治療対象となる方等に対して、

早期治療の促進を図る。

・肝炎治療特別促進事業の実施 １５１億円

（補助先）都道府県

（補助率）１／２

○・肝炎患者支援手帳事業の実施 ５３百万円新 元気な日本復活特別枠

肝炎患者及び治療が必要となった方等に対して、肝炎の病態・治療方法・肝

炎医療に関する制度等を記載した「肝炎患者支援手帳」を配布し、今後の適切な

治療を促進する。

（補助先）都道府県

（補助率）１／２

○・地域肝炎治療コーディネーター ６６百万円新 元気な日本復活特別枠
養成事業の実施

市町村の保健師、地域医療機関の看護師や民間企業の健康管理担当者等を対

象として、検査の受検勧奨方法や診療を受ける必要がある方に対する受診勧奨方

法、肝炎に関する必要な知識を習得させ、肝炎患者等に対してコーディネートが

できる者を養成する。

（補助先）都道府県

（補助率）１／２

（２）肝炎ウイルス検査等の促進 ５５億円
保健所等における利便性に配慮した検査体制を確保し、肝炎ウイルス検査等を実

施するとともに、個々人へのアプローチを積極的に行うなど、検査のより一層の促

進を図る。

（主な事業）

・保健所における肝炎ウイルス検査等の実施 １７億円

保健所等において、希望者に対して肝炎ウイルス検査等を実施する。

○出張型肝炎検査の実施 ９８百万円（再掲）新 元気な日本復活特別枠

各地域の医師会等と連携するなど、地域内の要請に応じて出張型の

検査を実施することにより受検の促進を図るとともに、健康保持に対す

る支援を行う。

（補助先）都道府県、保健所設置市、特別区

（補助率）定額（１／２相当）
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・健康増進事業における肝炎ウイルス検査等の実施 ３８億円

健康増進法に基づき市町村が実施する健康増進事業のうち、肝炎ウイルス

検診等を実施する。

（ ）○個別勧奨による検診受検促進 ３２億円 再掲新 元気な日本復活特別枠

４０歳以上の５歳刻みの方を対象として、肝炎ウイルス検査受検に係

る自己負担の軽減が可能な個別勧奨メニューを追加し、未受検者に対す

る受検促進の一層の強化を図る。

（補助先）都道府県 （間接補助先：市町村 、政令指定都市、 ）

（補助率）定額（１／３相当）

（３）健康管理の推進と安全・安心の肝炎治療の推進、
肝硬変・肝がん患者への対応 ７億円

都道府県において、中核医療施設として「肝疾患診療連携拠点病院」を整備し、

患者、キャリア等からの相談等に対応する体制（相談センター）を整備するととも

に、肝炎情報センターにおいてこれら拠点病院を支援するほか、患者の視点に

立った支援対策等を推進する。また、医師等に研修を行い治療水準の向上を図る。

（主な事業）

・肝疾患診療連携拠点病院等連絡協議会の設置等 ５．９億円

（補助先）都道府県、独立行政法人等

（補助率）１／２、定額（１０／１０相当）

・かかりつけ医等の研修等 ２５百万円

（補助先）都道府県、独立行政法人等

（補助率）１／２、定額（１０／１０相当）

（４）国民に対する正しい知識の普及と理解 １．８億円
Ｑ＆Ａやリーフレットの作成、講習会やシンポジウムの開催等により、積極的に

、 、普及啓発を図るとともに 保健所等において肝炎に関する相談受付を実施するほか

電話・ＦＡＸによる相談窓口を設けるなど、患者を含む国民に対する情報提供体制

を確保する。また、肝炎ウイルス検査の受検に係る状況を把握し、受検の促進を図

る。

（主な事業）

・都道府県等における検査の受診勧奨等の普及啓発 ６４百万円

（補助先）都道府県、保健所設置市、特別区

（補助率）定額（１／２相当）
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・シンポジウム等による情報提供事業 ５百万円

（補助先）都道府県、保健所設置市、特別区

（補助率）定額（１／２相当）

・肝炎検査受検状況実態把握事業 １億円元気な日本復活特別枠

肝炎ウイルス検査のさらなる受検促進を図るため、年齢や性別等の属性や、

検査の受検状況等に関する実態把握を行う。

（５）研究の推進 ２１億円
「肝炎研究７カ年戦略」を踏まえ、肝疾患の新たな治療方法等の研究開発を推進

する。また、平成２２年１月に施行された「肝炎対策基本法」の趣旨を踏まえ、

肝炎対策を総合的に推進するための基盤となる行政的な研究を推進する。

（主な事業）

・肝炎研究基盤整備事業費 ３５百万円

・肝炎等克服緊急対策研究経費 （※厚生科学課計上）１６億円

肝炎ウイルスの持続感染機構の解明や肝疾患における病態の進展予防及び新規

治療法の開発等を行う、肝炎に関する基礎、臨床、疫学研究等を推進する。

元気な日本復活特別枠○・健康長寿社会実現のためのライフ・イノベー新

ションプロジェクト
（※厚生科学課計上）５億円

平成２２年１月に施行された「肝炎対策基本法」の趣旨を踏まえ、新規感染の発

生予防等を目的とした肝炎感染予防ガイドライン等策定のための研究、医療従事者

に対する効果的な研修プログラム策定に関する研究等、肝炎対策を総合的に推進す

るための基盤に資する行政的な研究を行う。
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３ 新型インフルエンザ等感染症対策と予防接種制度の見直し
（ ）１５２億円 １９２億円

（１）新型インフルエンザ等感染症対策の強化 １４３億円

①感染症発生動向・情報収集機能の強化 ３．１億円

「新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）対策総括会議」の提言を踏まえ、新型イ

ンフルエンザ等の感染症の流行状況等を、より一層迅速かつ的確に把握し、いち早

く国民に情報提供するとともに、的確に予防対策を講じることが可能となるよう、

感染症の発生動向の調査や情報収集機能に関連するシステムの強化を図る。

（主な事業）

○・感染症発生動向調査システム費 ３．１億円改

②地域における新型インフルエンザ等感染症対策の強化 ３．５百万円

国から地方自治体や医療現場などへの情報提供の強化及総括会議の提言を踏まえ、

び を図る。新型インフルエンザ等の感染症に係る専門家の育成

（主な事業）

○・情報提供迅速化経費 ３百万円新

感染症に係る情報及び通知の伝達の遅れにより、医療現場などでの対応

に混乱を来さないようにするため、医療現場などに直接メールを配信する

システムを運用する。

○・感染症対策アドバイザー養成セミナー経費 ０．５百万円新

新型インフルエンザを始めとする感染症に係る臨床、疫学及び法制度に

、 、ついての研修を行い 感染症の専門的知識を有するアドバイザーを養成し

地域における感染症対策の関係者間の連携強化を図る。

③迅速かつ的確な検疫実施のための体制強化 （※食品安全部計上）８７百万円

（参考 【平成22年度補正予算】）

○新型インフルエンザ対策の推進（医薬食品局計上） １１３億円

新型インフルエンザが発生した場合に備え必要なプレパンデミックワクチン

を確保するため、一部ワクチンの有効期限切れに対応して、新たなワクチンの

備蓄等を行う。
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（２）予防接種制度の見直し（再掲） １１百万円
予防接種制度の見直しに向けた検討のため、予防接種制度に位置づけられ

ていない疾病・ワクチンの有効性・安全性の検証等を行う。

（主な事業）

○・予防接種導入効果等検証推進費 １１百万円改

（参考 【平成22年度補正予算】）

○子宮頸がん等のワクチン接種の促進 １，０８５億円

地方自治体における子宮頸がん予防ワクチン・ヒブ（ヘモフィルスインフル

エンザ菌ｂ型）ワクチン・小児用肺炎球菌ワクチンの接種事業に対して、都道

府県に基金を設置して財政支援を行う。

（３）ＨＴＬＶ－１関連疾患に関する研究の推進（一部再掲） １０億円
ＨＴＬＶ－１（ヒトＴ細胞白血病ウイルス１型）への感染対策と、これに

より発症するＡＴＬ（成人Ｔ細胞白血病）やＨＡＭ（ＨＴＬＶ－１関連脊髄

症）の診断・治療法等に関する研究を、感染症・がん・難病・母子保健対策

の連携により、総合的に推進するため、ＨＴＬＶ－１関連疾患研究領域を創

設し、研究費の拡充を図る。
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， （ ， ）４ 難病対策 ２ ０９５億円 ２ １０８億円

（１）難病患者の生活支援等の推進 １，９９５億円
※うち健康局計上分＜ ２８８億円＞

※うち他部局計上分＜ １，７０７億円＞

難病患者の経済的負担の軽減を図るため、医療費の助成を引き続き実施するとと

もに、難病相談・支援センター（全国４７か所）の運営等を通じ、地域における難

病患者の生活支援等を推進する。

（主な事業）

・特定疾患治療研究事業 ２８０億円

、 、治療法が確立していない特定疾患に関する医療の確立 普及を図るとともに

患者の医療費の負担軽減を図る （対象疾患：５６疾患）。

（補助先）都道府県

（補助率）１／２、１０／１０（スモン）

・難病相談・支援センター事業 １．７億円

難病患者のもつ様々なニーズに対応したきめ細かな相談支援が行えるよう、

都道府県毎の活動拠点となる「難病相談・支援センター」において、地域におけ

る難病患者支援対策を一層推進する （４７箇所）。

（補助先）都道府県

（補助率）１／２

・重症難病患者入院施設確保事業 １．５億円

在宅療養中の重症難病患者であって、常時医学的管理下に置く必要のある者

が介護者の事情により在宅で介護等を受けることが困難になった場合に一時的に

入院することが可能な病床を、各都道府県の難病拠点病院に確保する。

（補助先）都道府県

（補助率）１／２

・難病患者等居宅生活支援事業 ２．１億円

地域における難病患者等の日常生活を支援することにより、難病患者等の自

立と社会参加を促進する。

（補助先）都道府県、保健所設置市、市町村

（補助率）国１／２、都道府県１／４、市町村１／４

○・患者サポート事業 ２０百万円新

患者・患者家族の療養や生活上の不安、ストレスを解消するため、患者団体

等を対象にサポート事業を創設し、難病患者支援策の充実を図る。

（主な事業内容）

・患者の体験談等の文書化による記録

・患者の実態把握調査

・患者団体向けの運営管理研修 等
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（２）難病に関する調査・研究の推進 １００億円

・難治性疾患克服研究事業 （※厚生科学課計上）８０億円

根本的な治療法が確立しておらず、かつ後遺症を残すおそれが少なくない難

治性疾患に対して、重点的・効率的に研究を行うことにより、原因解明や病状の

進行の阻止、機能回復・再生を目指した画期的な診断・治療法の開発を行い、患

者の療養生活の質の向上を図る。

元気な日本復活特別枠○・健康長寿社会実現のためのライフ・イノベー新

ションプロジェクト
（※厚生科学課計上）２０億円

次世代遺伝子解析装置を用いて、難病患者の全遺伝子を解析し、早期に原因解

明及び新たな治療法・開発を推進する。

（ ）５ 移植対策 ２７億円 ２８億円

（１）臓器移植対策の推進 ７．６億円

臓器移植法の改正を踏まえ、臓器移植が適切に実施されるよう、あっせん

業務に従事する者に対する研修の充実や、臓器提供の意思表示をしていただ

くための環境整備を行うとともに、臓器移植の普及啓発に取り組む。

（主な事業）

○・意思表示の環境整備 １．５億円改

臓器提供意思表示カード等と臓器移植に関する説明書きが一体となったリー

フレットを作成・配布するなど、一人でも多くの方に移植医療について理解し

ていただき、臓器提供に関する意思表示をしていただける環境を整備する。

（補助先）(社)日本臓器移植ネットワーク

（補助率）定額（１０／１０相当）

○・コーディネートの充実 ３３百万円改

移植件数の増加への対応及びドナー家族の心理的ケアを充実させるため、

臓器移植コーディネーター及び臓器提供施設の医療従事者に対する研修の充

実を図る。

（補助先）(社)日本臓器移植ネットワーク

（補助率）定額（１０／１０相当）

○・提供施設への支援 ７百万円新

臓器提供施設におけるオプション提示（臓器提供の意思の確認）が円滑に

行えるよう、院内体制整備に対する支援を行い、臓器移植の推進を図る。

（補助先）(社)日本臓器移植ネットワーク

（補助率）定額（１０／１０相当）
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（２）骨髄移植対策等の推進 １８億円

骨髄移植及びさい帯血移植を引き続き推進するとともに、非血縁者間での末梢血

幹細胞移植を本格的に実施するため、あっせん体制の整備を図る。

（主な事業）

○・末梢血幹細胞移植の体制整備 ６８百万円改

骨髄バンク事業の一環として末梢血幹細胞移植を本格的に実施するため、

コーディネーターの研修やコーディネートシステムの改修を行い、あっせん体

制の整備を図る。

（補助先）(財)骨髄移植推進財団

（補助率）定額（１／２相当、１０／１０相当）

○・検体保存事業の実施 ７百万円新

ドナーと患者のＨＬＡ適合度と治療成績との関係等に関するデータの収集・

解析を行い、治療成績の向上を図る。

（補助先）(財)骨髄移植推進財団

（補助率）定額（１／２相当）

○・さい帯血の採取及び検査体制の強化 ４．３億円増

成人への移植に適したさい帯血を毎年一定量確保するため、より多くのさい

帯血を採取し、検査する。

（補助先）日本赤十字社

（補助率）定額（１０／１０相当）

（ ）６ 生活習慣病対策 ３４億円 ４４億円

（１）糖尿病対策の更なる推進 ２．１億円

①糖尿病発症予防対策の強化

国民一人一人が日々の生活の中で自発的に健康づくりに対して具体的な行動を起

こしていけるよう、民間企業と連携し、健康づくりの国民運動化を推進する事業等

を実施する。

（主な事業）

○・すこやか生活習慣国民運動推進事業 ７１百万円増
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②糖尿病重症化予防対策の強化

糖尿病の重症化予防のため、患者の病状に応じた適切な診療を受診できるよう、

一般診療所と専門病院との診療連携体制構築の支援を行う。

また、適切な食事療法・運動療法を行うため、診療所における糖尿病療養指導士

や管理栄養士等の活用促進の支援等を行う。

（主な事業）

○・糖尿病疾病管理強化対策事業 ８２百万円新

（補助先）都道府県

（補助率）１／２

（２）健康づくり・生活習慣病対策の推進 ３２億円
健康寿命の延伸を実現すること等を目的とした「健康日本２１」を着実に推進する

ため、たばこ対策、ボランティアを活用した健康づくりを推進するほか、国民健康・

栄養調査や生活習慣病の予防から診断、治療に至るまでの研究等を実施する。

また、慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）について、早期発見・早期治療につなげるた

めに、ＣＯＰＤのリスクに関する正しい情報を喫煙者等に対して提供する等の取組を

新たに支援する。

（主な事業）

・健康増進事業（肝炎対策分除く） １２億円

○ 健康増進事業に慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）健康教育を追加する。改

（補助先）都道府県（間接補助先：市町村 、政令指定都市）

（補助率）定額（１／３相当）

○・実践的な予防活動支援事業 ９０百万円新

ボランティア等の行う実践的な健康づくり活動を公募し、活動の支援

を通じて、事例収集及び効果検証を行う。

（補助先）公益法人、ＮＰＯ法人等

（補助率）定額（１０／１０相当）

○・健康づくりのための運動指針改定経費 ３百万円新

平成１８年に策定した「健康づくりのための運動指針２００６」につ

いて、その後の科学的知見の集積等を踏まえ改定を行う。

・たばこ対策促進事業 ４１百万円

（補助先）都道府県、保健所設置市、特別区

（補助率）１／２
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（ ）７ エイズ対策の推進 ６０億円 ６９億円

ＨＩＶ感染やエイズの発症予防のため、同性愛者等が集まる場所に焦点を

絞った普及啓発や、保健所等において、夜間・休日など利用者の利便性に配慮

した検査・相談を行う。また、エイズ患者等の生活の質を高めるため、電話相

談やカウンセリング等を行う。

（１）発生の予防及びまん延の防止 ４．２億円

保健所等における検査・相談体制の充実等により、エイズの発生とまん延の防止

を図るとともに、ＨＩＶ感染者等の相談窓口を設置し、電話相談やカウンセリング

等により感染者等のケアを行う。

（主な事業）

・保健所等におけるＨＩＶ検査・相談事業 ３．２億円

・ＨＩＶ感染者等保健福祉相談事業 ８７百万円

・血液凝固異常症実態調査事業 ７百万円

○・ＨＩＶ検査・相談室の整備 （保健衛生施設等整備費補助金のメニュ－追加）新

都道府県、市町村、公的医療機関等が設置するＨＩＶ検査・相談室の施設整備

や改修を支援することにより、検査体制の充実を図る。

（２）医療の提供及び国際的な連携 ６．２億円

、エイズ治療拠点病院を中心とする医療従事者への実務研修や診療情報網の強化等

総合的な医療提供体制を確保するとともに、わが国のエイズに関する国際貢献への

期待に応え、国際協力を通じて、国際的な連携を図る。

（主な事業）

・血友病患者等治療研究事業 ３．４億円

・地方ブロック拠点病院整備促進事業 ２億円

（３）普及啓発及び教育 ２．３億円

国民のエイズに対する関心と理解を深めるため、青少年や同性愛者等の個別施策

層への普及啓発、世界エイズデー等における普及啓発イベントやインターネットに

よる情報提供等を実施する。

（主な事業）

○・ＮＧＯ等への支援事業 １．８億円新

ＨＩＶ感染者等で構成されるＮＧＯ・ＮＰＯによる活動を支援し、効果的で

当事者性のあるＨＩＶ感染予防の普及啓発を図る。

・ 世界エイズデー」普及啓発事業 ３６百万円「

（４）研究開発の推進 （※厚生科学課計上）１４億円

我が国のＨＩＶ感染者・エイズ患者の報告数は依然として増加し続けており、また

多剤併用療法の普及による療養の長期化に伴う新たな課題が生じている。これらの課

、 、 、 。題に対応するべく臨床分野 基礎分野 社会医学分野 疫学分野における研究を行う

-13-



． （ ）８ リウマチ・アレルギー対策の推進 ７ １億円 １０億円

リウマチ、気管支喘息、アトピー性皮膚炎、花粉症、食物アレルギー等免疫

アレルギー疾患の治療法等の研究を推進する。また、都道府県において、リウ

マチ系疾患や食物アレルギー等に関する研修の実施、正しい知識の普及啓発、

診療ガイドラインの普及等を行う。

（主な事業）

・リウマチ・アレルギー特別対策事業 ７百万円

リウマチ系疾患や食物アレルギー等について新規患者の抑制を図るため、研修

の実施、正しい知識の普及啓発、診療ガイドラインの普及等情報提供等を行う。

（補助先） 都道府県

（補助率） １／２

・アレルギー相談センター事業 １０百万円

アレルギー患者及びその家族に対し、免疫アレルギー疾患予防・治療研究事業の

成果やアレルギー専門家、専門医療機関の所在、最新の治療指針等の情報提供等を

行う。

・免疫アレルギー疾患等予防・治療研究事業 （※厚生科学課計上）６．９億円

免疫アレルギー疾患は、長期にわたり生活の質を低下させるため、国民の健康

上重大な問題となっているため、免疫アレルギー疾患について、発症原因と病態

との関係を明らかにし、予防、診断及び治療法に関する新規技術を開発するとと

もに、既存の治療法の再評価を行うことにより、国民に対してより良質かつ適切

な医療の提供を目指す。

． （ ）９ 腎疾患対策の推進 ２ ４億円 ３億円

慢性腎臓病（ＣＫＤ）に関する診断・治療法の研究開発を推進する。また、

都道府県において、ＣＫＤに関する連絡協議会の設置、研修の実施、正しい知

識の普及啓発等を行う。

（主な事業）

○・慢性腎臓病（ＣＫＤ）特別対策事業 １０百万円改

、 、 、ＣＫＤ対策を推進するため 都道府県において連絡協議会の設置 研修の実施

正しい知識の普及啓発等を実施する。

なお、平成２３年度より、政令指定都市と中核市を補助先に加える。

（補助先） 都道府県、政令指定都市、中核市

（補助率） １／２

・腎疾患対策研究事業 （※厚生科学課計上）２．２億円

腎機能異常の早期発見、早期治療、重症化防止とともに、診療現場における診

療連携等の有効な診療システムのエビデンスを確立し、ＣＫＤの腎不全への進行を

、 、防止し 新たな透析導入患者の減少を図るための研究を戦略的に実施するとともに

腎疾患の病態について解明を進め、安全で有効な診断・治療法の開発を推進する。
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１０ 慢性疼痛対策の推進 １．３億円（１百万円）

「慢性疼痛」を来す疾患には、数百万人の患者が罹患しており、多額の医療

費を要し、社会的損失も大きいため、平成２１年度より開催している「慢性の

痛みに関する検討会」の報告を踏まえ、平成２３年度より慢性の痛みに関する

診断・治療法の研究開発を推進する。

（主な事業）

○・慢性の痛み対策研究事業 （※厚生科学課計上）１．３億円新

慢性の痛みに関する研究を継続的に実施するための基盤を形成すること、効率

的かつ効果的な行政施策を実施するために必要な情報を収集すること、病態解明

や客観的な評価方法の確立や画期的な診断・治療法の開発等を推進する。

， （ ， ）１１ 原爆被爆者の援護 １ ４７８億円 １ ５５０億円

○保健、医療、福祉にわたる総合的な施策の推進

高齢化が進む原爆被爆者の援護施策として、医療の給付、諸手当の支給、原爆養

護ホームの運営、調査研究事業など総合的な施策を引き続き推進するとともに、原

子爆弾小頭症患者や家族の方々への相談体制を整備する。

（主な事業）

・医療費の支給、健康診断 ４２３億円

・諸手当の支給 ９４４億円

医療特別手当 月額１３７，０３０円

健康管理手当 月額 ３３，７００円

・保健福祉事業（原爆養護ホームの運営等） ６１億円

（ ）○ うち原子爆弾小頭症患者の方々のための相談員の設置 ３百万円 再掲新

※原子爆弾小頭症患者数：全国で２２名
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１２ ハンセン病対策の推進 ３９３億円（４０７億円）

「ハンセン病問題の解決の促進に関する法律」等に基づき、ハンセン病療養

所の入所者に対する必要な療養の確保、退所者等に対する社会生活支援策、偏

見・差別の解消のための普及啓発等の施策を着実に実施する。また、ハンセン

病療養所における歴史的建造物等の保存等に向けた取組を推進する。

（１）謝罪・名誉回復措置 １４億円

国立ハンセン病資料館の設置や歴史的建造物の保存等ハンセン病及びハンセン病

対策の歴史に関する知識の普及啓発その他必要な措置を講じる

（主な事業）

・歴史的建造物の保存等に関する経費 ６１百万円

（ ）○ うち重監房再現にかかる経費 ４９百万円 再掲新

ハンセン病及びハンセン病対策の歴史に関する普及啓発事業の一環

として、国の責任において「重監房再現」を実施する。

（２）在園保障 ２．４億円

・私立ハンセン病療養所の運営に係る経費

（３）社会復帰・社会生活支援 ３３億円

・ 退所者給与金及び非入所者給与金の支給、ハンセン病療養所入所者家族に対

する生活援護等

（ ）１３ 水道事業の適切な運営と国際展開の推進 ２８４億円 ４７１億円

（１）水道事業の適切な運営 ２８４億円
水道施設の耐震化と適切な更新を進める（基幹管路の耐震化率３０％：平成２１

年度）とともに、水道水による健康リスク低減のため、引き続き水道水質基準の検

討、水質検査体制の精度確保を図る。なお、都道府県分の水道施設整備費について

は、平成23年度から一括交付金により対応する。

（参考 【平成22年度補正予算】）

○ 水道施設の耐震化の推進 １８億円

ライフラインとして国民生活に密接に関わる水道水の耐震化を図る。
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（主な事業）

○・水道ビジョンフォローアップ調査費〔非公共〕 ２２百万円新

水道ビジョン策定から７年が経過し、水道事業を取り巻く環境にも変化が生じ

てきていることから、現状の調査・分析を行い、水道ビジョンに反映させ、国、

水道事業者、水道関係産業界が一体となって取り組むべき対策・施策（社会資本

ストックの戦略的維持管理、耐震化等）をとりまとめる。

（２）水道事業の国際展開の推進 ４８百万円
「新成長戦略（平成２２年６月１８日閣議決定）を踏まえ、アジア諸国における

官民連携による水のインフラ整備を支援するため、アジア各国の水道協会との連携

等による情報収集・海外ネットワーク機能の強化や、日本の水道技術の国際標準化

に向けた取組を推進する。

○・水道産業国際展開推進事業費〔非公共〕 ４８百万円改

１４ 生活衛生関係営業の指導及び振興の推進 ２３億円（２２億円）

行政刷新会議事業仕分けの評価結果を踏まえ、評価基準や国と県等の機能分

担も含めた改革案に基づき、概算要求の内容を見直し、生活衛生関係営業への

支援を実施する。

（主な事業）

○・生活衛生関係営業対策事業費補助金 ７．２億円新

各生活衛生関係営業の組合及び連合会の行う意欲的な事業に対しては、全国生

活衛生営業指導センターを経由せず国から直接支援することとし、全国生活衛生

営業指導センターについてはその役割の重点化を図り、シンクタンク機能及び情

報提供機能を充実する。また、都道府県生活衛生営業指導センターによる生活衛

生関係営業者に対する経営上必要な相談・指導等の充実を図る。

さらに、評価指標の導入を図り、事業の効果検証を実施する。

（補助先） ①全国生活衛生営業指導センター

②都道府県

③全国生活衛生同業組合連合会、都道府県生活衛生同業組合

（補助率） ①、③定額

②定額（１／２相当）
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． （ ）１５ 地域保健対策の推進 ８ ３億円 １０億円

（１）人材確保・育成対策の推進 １．５億円
地域保健従事者現任教育体制の推進 ８５百万円

地域保健従事者に対する人材育成の中核となる保健所等を中心とした現任

教育体制を構築する。

（主な事業）

○・地域保健従事者の現任教育体制の構築 ５３百万円改

地域保健従事者の人材育成ガイドラインの作成及び研修実施の評価など人材育成

の中核となる保健所等を中心とした現任教育体制を構築するとともに、それ以外の

保健所等の研修内容の把握・評価を行い必要により助言などを行う。

また、研修責任者の人材育成能力の向上のため、国立保健医療科学院が行う研修

に参加する際の代替職員配置等の支援を行う。

（補助先）都道府県、政令指定都市

（補助率）１／２

○・保健所保健師等育成支援事業 ９百万円改

保健所の新任保健師が家庭訪問等を行う際に退職保健師が育成トレーナーとなっ

て同行し必要な助言等を行うとともに、保健所保健師に対して、人材育成の中核と

なる保健所等が実施する研修に参加する際の代替職員配置等の支援を行う。

（補助先）都道府県

（補助率）１／２

○・市町村新任保健師等育成支援事業 ２０百万円改

職場内において、新任保健師が家庭訪問等を行う際に退職保健師が育成トレーナ

ーとなって同行し必要な助言等を行うとともに、都道府県が実施する研修への参加

機会の確保のため市町村等に対し代替職員設置等の支援を行う。

（補助先）保健所設置市、特別区、市町村

（補助率）１／２

（２）地域保健対策の推進 ２．３億円
地域・職域の連携体制の推進 ５３百万円

広域的な地域・職域の連携を図り、生涯を通じた継続的な保健サービスの

提供体制を整備する。

（主な事業）

○・地域・職域連携推進協議会の機能強化 ３百万円改

既存の事業である地域・職域連携推進協議会に新たに自殺・うつ病等に対応する

ための構成員の増員を行い地域の実情に応じたメンタルヘルス対策の推進を図る。

（補助先）都道府県、保健所設置市、特別区

（補助率）１／２

（３）地域健康危機管理対策の推進 ４．５億円
健康安全・危機管理対策総合研究の推進 ３億円（※厚生科学課計上）

地域における健康危機管理体制の基盤強化に資する健康安全・危機管理対策総合

研究事業により総合的な研究を推進する。
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医療費

871億円(32.7%)

手 当

919億円(34.3%)

公共投資関係費

291億円(10.9%)

原 爆

411億(46.9%)

難 病

280億円(32.0%)

肝 炎

150億円(17.1%)

結核等

35億円( 4%)

原 爆

911億円(99.1)%

毒ガス等

8億円(0.9%)

水道施設整備費

283億円(97.3%)

保健衛生施設整備費

8億円(2.8%)

その他の政策的経費(新

型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ対策、がん対

策等)

594億円(22.1%)

平成２３年度

健康局予算額（案）

２，６８０億円

（１００％）

＜ 計 数 編 ＞

２３年度予算額（案） ２６８，００１百万円

うち元気な日本復活特別枠 ７，６２５百万円

(２２年度予算額 ２９５，３５１百万円)

※都道府県における水道施設整備については、平成２３年度から一括交付金化



医療費

411億円

健康管理手当

699億円

健康管理手当

以外の手当

213億円

その他

155億円

医療費

280億円

医療費

33億円

医療費

150億円

原爆被爆者等対策経費

1,478億円 （55.1%）

難病対策経費

288億円 (10.8%)

感染症対策経費

89億円 (3.3%)

水道施設整備費等

291億円 (10.9%)

がん対策経費

171億円(6.4%)

肝炎対策経費等

362億円(13.5%)

平成２３年度健康局予算案（対策別）の概要

平成２３年度健康局予算（案） ２６８，００１百万円

うち元気な日本復活特別枠 ７，６２５百万円

平成２３年度

健康局予算（案）

２，６８０億円

※都道府県における水道施設整備については、平成２３年度から一括交付金化
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１．がん対策

平成22年度 平成23年度
事 項 備 考

予 算 額 予算額（案)
百万円 百万円 百万円

１．放射線療法及び化学療法の推進並びにがん対策の総合的 < 31,604> < 34,335>
これらを専門的に行う医師等の育成 3,620かつ計画的な推進 14,355 17,070

・がん診療連携拠点病院機能強化事業 3,430

・国立がん研究センター委託費 78

２．治療の初期段階からの緩和ケアの実施 383

(1)治療の初期段階からの緩和ケア及び専門的な 356
緩和ケアの推進

・インターネットを活用した専門医の育成 53
等事業

・都道府県がん対策推進事業（緩和ケア研 118
修部分）

・がん医療に携わる医師に対する緩和ケア 136
研修等事業

・がん医療に携わる医師に対するコミュニ 28
ケーション技術研修事業

・がん患者に対するリハビリテーションに 13
関する研修事業

(2)在宅療養・緩和ケアの充実 27

・訪問看護推進事業 27
（※医政局計上）

３．がん登録の推進とがん医療に関する相談 871
支援及び情報提供体制の整備

・都道府県がん対策推進事業（緩和ケア研 822
修部分を除く)

新 ・がん総合相談に携わる者に対する研修 49
プログラム策定事業

４．がん予防・早期発見の推進とがん医療 13,899
水準均てん化の促進

(1) がんの予防 1,781

・健康的な生活習慣づくり重点化事業（た 41
ばこ対策促進事業）

（※生活習慣病対策室計上）
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平成22年度 平成23年度
事 項 備 考

予 算 額 予算額（案）

(2) がんの早期発見 12,034

・がん検診受診促進企業連携委託事業 140

・がん検診受診率向上企業連携推進事業 126

・マンモグラフィ検診精度向上事業 354

・女性特有のがん検診推進事業 7,217

新 ・働く世代への大腸がん検診推進事業 4,082

新 ・がん検診受診率分析事業委託費 65

(3) がん医療水準均てん化の促進 84

・がん診療施設情報ネットワーク事業 84

５．がんに関する研究の推進 6,785

・第３次対がん総合戦略研究経費 4,635
（※厚生科学課計上）

新 ・健康長寿社会実現のためのライフ・イノ 1,400
ベーションプロジェクト（がん関係分）

（※厚生科学課計上）

新 ・日本発のがんワクチン療法による革新的 1,300
がん治療の開発研究事業

（※厚生科学課計上）

新 ・健康長寿社会実現のためのライフ・イノ 500
ベーションプロジェクト（肝炎関係分）

（※厚生科学課計上）

６．がん対策を総合的かつ計画的に推進 22
するために必要な経費

・がん対策推進費 17

・がん対策推進協議会経費 5

７．独立行政法人国立がん研究センター 8,755
運営費交付金

・独立行政法人国立がん研究センター運営 8,755
費交付金

（※医政局計上）

注）＜ ＞は、他局計上分を含む。
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２．肝炎対策

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度
備 考

事 項 予 算 額 予 算 額 （ 案 ）

百万円 百万円

＜２３，６４３＞ ＜２３，７７７＞

２１，５６５ ２１，５９１肝炎対策の推進

＜１８，００７＞ ＜１５，２４５＞

感染症対策特別促進事業費 15,126１．肝炎治療促進のための環 １８，００７ １５，２４５

肝炎患者支援手帳事業(特別枠) 53境整備 ○新

地域肝炎治療コーディネーター養成○新

事業(特別枠) 66

＜ ２，６４０＞ ＜ ５，４７２＞

特定感染症検査等事業費 1,653２．肝炎ウイルス検査の促進 ２，６４０ ５，４７２

一部特別枠（再掲） 98○新

健康増進事業 3,819

一部特別枠（再掲） 3,226○新

＜ ７５１＞ ＜ ７３６＞

感染症対策特別促進事業費 660３．健康管理の推進と安全・ ６７４ ６６７

・肝疾患診療連携拠点病院等連絡協安心の肝炎治療の推進、

議会の設置等肝硬変・肝がん患者への

・かかりつけ医等の研修等対応

＜ ２１４＞ ＜ １７８＞

肝炎総合対策費 12４．国民に対する正しい知識 ２０８ １７２ ○改

・都道府県等における検査の受診勧の普及と理解

奨等の普及啓発

肝炎対策推進協議会経費 2

感染症対策特別促進事業費 57○改

・都道府県等における検査の受診勧

奨等の普及啓発（自治体）

肝炎検査受検状況実態把握事業○新

（特別枠） 100

５．研究の促進 ＜ ２，０３１＞ ＜ ２，１４６＞

肝炎研究基盤整備事業費 35３６ ３５

厚生労働科学研究費

肝炎等克服緊急対策研究経費 1,611○改

健康長寿社会実現のためのライフ・○新

イノベーションプロジェクト(肝炎分)

500

（※厚生科学課計上）

< > は他局計上分を含む
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３．新型インフルエンザ等感染症対策

平 成 ２ ２ 年 度 平 成 ２ ３ 年 度
事 項 備 考

予 算 額 予 算 額 （ 案 ）

百万円 百万円 百万円

<１９，１８１> <１５，２１６>
[ ３] [ ０]

感 染 症 対 策 経 費 １１，８６７ ８，９３２

< ４，２５９> < ３，３２７>
[ ３] [ ０]

・感染症対策特別促進事業費 346１．感染症の発生・拡大に備え １，８８８ １，７９１
303た事前対応型行政の構築 うち、結核対策特別促進事業（ＤＯＴＳ等）

ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ 31うち新型 対策事業

抗インフルエンザウイルス薬・新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ対策費(

) 97等の保管

・新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ対策事業費( ) 13情報共有

・病原体等管理体制整備事業 75

・感染症発生動向調査事業費 769

・麻しん排除対策推進費 3

改 11予防接種導入効果等検証推進費

改 311感染症発生動向調査システム費

新 感染症対策アドバイザー養成

セミナー経費 0.5

新 情報提供迅速化経費 3

・予防接種導入等検証推進費 11

< ７，６６２> < ４，７９１>
・感染症指定医療機関運営費 673２．良質かつ適切な医療の提供 ７，６６２ ４，７９１
・結核医療費 3,289体制の整備

< １，２３１> < １，１６９>
・感染症予防事業費 600３．感染症の発生予防・防止措 ６７６ ６６７

置の充実
< ３，９２７> < ３，９１４>

・結核研究所補助 457４．調査研究体制の充実 ４８０ ４７７
新型インフルエンザ等新興・・厚生労働科学研究費(

)( ) 2,249再興感染症研究 ※厚生科学課計上

・HTLV-１関連疾患に関する研究

（一部再掲） 1,000

< １２０> < １１４>
・感染症危機管理支援ﾗｲﾌﾞﾗﾘｼｽﾃﾑ経費５．人材育成の充実 ５３ ５１

35

・新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ対策事業費( )診療従事者研修

10

< ８７４> < ７５９>
・政府開発援助結核研究所補助 16６．国際協力の強化 １６ １６
・世界保健機関等拠出金( ) 719※国際課計上

< ４９> < ３６>
・動物由来感染症対策費 29７．動物由来感染症対策 ３４ ３３

< １，０５８> < １，１０６>
・予防接種事故救済給付費 1,016８．その他 １，０５８ １，１０６
・ 81新型インフルエンザ事故救済給付費

平成 年度補正予算において、子宮頸がん等ワクチン接種22

の促進として、１，０８５億円を計上

< >の計数は、他局計上分を含む。
[ ]の計数は、労働保険特別会計分。

-4-



難病対策、リウマチ・アレルギー対策、腎疾患対策、慢性疼痛対策４．

平成22年度 平成23年度
事 項 備 考

予 算 額 予算額(案)

百万円億円 億円
<2,108> <2,095>

１．難病対策 282 285

厚生労働科学研究費補助金（※厚生科学課計上）（１）調査研究の推進 <186> <169>
難治性疾患克服研究事業 8,000
健康長寿社会実現のためのライフ・イノベーション○新
プロジェクト（難病分） 2,000

重症難病患者拠点・協力病院設備整備費（２）医療施設等の整備 （事 項） （事 項）

< 1,912> <1,918>
特定疾患治療研究事業 28,044（３）医療費の自己負担の 272 280

軽減

1 難病相談・支援センター事業 166（４）地域における保健医療 8 6
2 重症難病患者入院施設確保事業 154福祉の充実・連携
3 難病患者地域支援対策推進事業 141
4 神経難病患者在宅医療支援事業 7
5 難病患者認定適正化事業 52
6 患者サポート事業 20○新
7 難病情報センター事業 等 45

難病患者等居宅生活支援事業 207（５）ＱＯＬの向上を目指し 2 2
(1)難病患者等ホームヘルプサービス事業た福祉施策の推進
(2)難病患者等ホームヘルパー養成研修事業
(3)難病患者等短期入所事業
(4)難病患者等日常生活用具給付事業

百万円 百万円
<1,029> < 711>

２．リウマチ・アレルギ 28 21
ー対策

1 リウマチ・アレルギー対策検討会経費 0.4（１）リウマチ・アレルギー 17 14
2 リウマチ・アレルギー相談員養成研修経費 3疾患に関する正しい情
3 アレルギー相談センター事業 10報の提供

リウマチ・アレルギー特別対策事業 7（２）リウマチ・アレルギー 12 7
疾患に関する医療の提
供

<1,000> < 690>
厚生労働科学研究費補助金（※厚生科学課計上）（３）リウマチ・アレルギー 0 0

・免疫アレルギー疾患等予防･治療研究事業 690疾患に関する研究等の
推進

百万円 百万円
< 294> < 237>

３．腎疾患対策 15 14

1 腎疾患対策検討会経費 1（１）腎疾患に関する正しい 3 3
2 腎疾患普及啓発経費 2情報の提供

慢性腎臓病（ＣＫＤ）特別対策事業 10（２）腎疾患に関する医療の 12 10 ○改
提供

< 279> < 223>
厚生労働科学研究費補助金（※厚生科学課計上）（３）腎疾患に関する研究等 0 0

・腎疾患対策研究 223の推進

百万円 百万円
< 0> < 130>

４．慢性疼痛対策 0.6 0

厚生労働科学研究費補助金（※厚生科学課計上）（１）慢性疼痛に関する研究 < 0> < 130>
・慢性の痛み対策研究 130等の推進 0.6 0 ○新

注）< >は、他局計上分を含む。
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５ ． 移 植 対 策

平成22年度 平成23年度

事 項 備 考

予 算 額 予算額(案)

百万円百万円 百万円

<２，８４７> <２，７３２>

２，５９０ ２，５３２移植対策の推進

<８５７> <７５９>

１ 臓器移植対策の推進 (1)臓器移植対策事業費 719８５７ ７５９

・あっせん業務関係事業費 393

・あっせん事業体制整備費 299

改 意思表示の環境整備 147

改 コーディネートの充実 33

新 提供施設への支援 7

・普及啓発事業費 17

・運営管理費等経費 10

(2)移植対策費 40

(3)アイバンク設備整備事業

(4)腎移植施設整備事業

(5)ＨＬＡ検査センター設備整備事業

(6)肝移植施設整備事業

(7)組織バンク設備整備事業

<１，７３３> <１，７７３>

２ 骨髄移植対策等の推進 １，７３３ １，７７３

<１，１２２> <１，１３１>

（１）骨髄移植等の推進 (1)骨髄移植対策事業費 452１，１２２ １，１３１

・あっせん業務関係事業費 355

改 ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄｼｽﾃﾑの改修 67

・あっせん事業体制事業費 14

新 連絡調整者研修の実施 1

新 検体保存事業の実施 7

・普及啓発事業費 83

改 ドナー募集広告の強化 11

(2)骨髄データバンク登録費 679

(3)特殊病室施設整備事業

<６１１> <６４２>

６１１ ６４２ (1)さい帯血移植対策事業費 642（２）さい帯血移植の推進

・さい帯血保存管理業務費 613

増 435さい帯血の採取及び検査体制の強化

・さい帯血情報管理経費 28

・ 1日本さい帯血バンクネットワーク運営会議費

(2)さい帯血バンク設備整備事業

<２５７> <２００> 厚生労働科学研究費３ 移植医療に関する研究

免疫アレルギー疾患等予防・治療研究経費

移植医療に関する研究の推進

（大臣官房厚生科学課計上）

＜ ＞ は 他 局 計 上 分 を 含 む 。
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６．生活習慣病対策

平成22年度 平成23年度
事 項 備 考

予 算 額 予算額(案)

百万円 百万円 百万円

生活習慣病対策 < 4,410> < 3,427>
2,738 2,174

（１）糖尿病対策の更なる推進 209

ア 糖尿病発症予防対策の強化

71増 ・すこやか生活習慣国民運動推進事業

37改 ・糖尿病予防戦略事業

イ 糖尿病重症化予防対策の強化

82新 ・糖尿病疾病管理強化対策事業

改 ・疾病の重症化予防のための食事指導拠点整備事業
19

（２）健康づくり・生活習慣病対策の推進 3,217

41・たばこ対策促進事業

90新 ・実践的な予防活動支援事業

1,225改 ・健康増進事業

17・健康日本２１推進費

3新 ・健康づくりのための運動指針改定経費

11・食事摂取基準等策定費

101・健康増進総合支援システム事業費

21・健診、保健指導データシステム保守運用等経費

78・たばこ規制枠組条約締約国会議事務局分担金

46・管理栄養士国家試験費

・循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業
1,171

125・国民健康・栄養調査委託費

注） < >内は、他局計上分を含む。
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７．エイズ対策・ハンセン病対策

平成22年度 平成23年度
事 項 備 考

予 算 額 予算額(案)

百万円百万円 百万円

＜ 6,905＞ ＜ 6,044＞１．エイズ対策
1,559 1,477

（１）原因の究明・発生の予 ＜ 495＞ ＜ 421＞
1 エイズ発生動向調査経費 3防及びまん延の防止 492 418
2 血液凝固異常症実態調査事業 7

3 HIV感染者等保健福祉相談事業 87

4 保健所等におけるHIV検査・相談事業 320

（２）医療の提供 ＜ 712＞ ＜ 666＞
1 エイズ治療啓発普及事業 9643 600
2 エイズ治療拠点病院医療従事者海外 10

実地研修

3 地方ブロック拠点病院整備促進事業 200
4 血友病患者等治療研究事業 340

厚生労働科学研究費補助金(※厚生科学課計 )（３）研究開発の推進 ＜3,544＞ ＜3,016＞ 上
1 エイズ対策研究の推進 1,23630 30

2 外国人研究者招へい等研究推進事業 206

1 エイズ国際協力計画推進検討事業 12（４）国際的な連携 ＜ 329＞ ＜ 323＞
2 エイズ国際会議研究者等派遣事業 826 20

1 ＮＧＯ等への支援事業 175（５）人権の尊重・普及啓発 ＜ 1,396＞ ＜ 1,254＞ ○新

2 「世界エイズデー」啓発普及事業 36及び教育・関係機関と 128 234
3 エイズ予防情報センター事業 9の新たな連携

エイズ対策促進事業費等補助金 175（６）都道府県等によるエイ ＜ 240＞ ＜ 175＞
ズ対策促進 240 175

（７）独立行政法人国立国際 ＜ 189＞ ＜ 189＞ 189エイズ医療治験研究費

医療研究センター運営 0 0
費交付金

1 謝罪・名誉回復措置 1,354２．ハンセン病対策 ＜40,708＞ ＜39,335＞
2 在園保障 2385,097 4,885
3 社会復帰・社会生活支援 3,293

注）＜ ＞は、他局計上分を含む。
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８.原爆被爆者等対策

平成22年度 平成23年度
事 項 備 考

予 算 額 予算額(案)

億円 億円 億円

<1,559> <1,487>

１．原爆被爆者対策費 1,550 1,478

（１）諸手当等 1,024 944 ・ 医療特別手当の増（13億円増）

・ 健康管理手当の減（88億円減）

（２）医療費等 411 423

（３）保健福祉事業等 55 61 原子爆弾小頭症患者の方々のための相談員新

の配置 3百万円

※原子爆弾小頭症患者数：全国で２２名

（４）原爆死没者追悼事業 6 6 ・ 原爆死没者追悼平和祈念館運営委託費 5.2

等

（５）調査研究等 50 44 ・ 放射線影響研究所補助金 20.3

（６）基金 3 0 ・ 前年度限りの経費

２．毒ガス障害者対策 9 9

< >は毒ガス障害者対策を含む
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９．水　道　対　策

事　　　　　項

億円 億円

　 　
水 道 対 策 471 284

〈　  737〉 〈　  416〉
１．水道施設整備費 【公共事業】 470 283

（１）簡易水道等施設整備費 172 130 　　　１．水道未普及地域解消事業 3,000

　　　２．簡易水道再編推進事業 8,300

　　　３．生活基盤近代化事業 1,630

　　　４．閉山炭鉱水道施設整備事業 70

（２）水道水源開発等施設整備費 298 149 　　　１．水道水源開発施設整備費 1,870

　　　２．水道広域化施設整備費 1,953

　　　３．高度浄水施設等整備費 1,103

　　　４．水道水源自動監視施設等整備費 117

　　　５．ライフライン機能強化等事業費 9,852

　　　　(1) 緊急時給水拠点確保等事業費 4,136

　　　　(2) 水道管路耐震化等推進事業費 5,716

（３）補助率差額 0 0.1 　新　・北方領土隣接地域振興事業 6

（４）災害復旧費 0 3.5 　新　・水道施設災害復旧事業 350

（５）調査費 0.4 0.3  　　　・水道施設整備事業調査費等 33

２．水道事業の適切な運営と国際展開 1.1 1.6   　 １．水道水源水質対策の推進 18
　　【非公共事業】

  　 ２．水道ビジョンの推進 77

  改 　 水道産業国際展開推進事業費 48

　    　 鉛製給水管布設替え効率化事業費 7

  新 　 水道ビジョンフォローアップ調査費 22

 　　３．水質管理等強化の推進 17
　
 　　４．給水装置対策の推進 25

 　　５．その他（国際分担金など） 22

注） 〈　　　〉は、他府省計上分を含めた額

　　　水道水源開発等施設整備費のうち、都道府県分については平成23年度から一括交付金により対応

平成22年度
予　 算　 額

平成23年度
予算額（案）

百万円

備　　　　　　考
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１０．生活衛生関係営業対策・建築物等環境衛生対策

平成22年度 平成23年度
事 項 備 考

予 算 額 予算額(案)

百万円 百万円 百万円

<2,287> <2,387>

生活衛生関係営業対策・建築物等 2,165 2,289

環境衛生対策

<2,154> <2,280>

１ 生活衛生関係営業対策 2,154 2,280

(1) 生活衛生営業対策費 925 748

新 ｱ 生活衛生関係営業対策 0 724 ・新 経営安定化事業費 199

事業費補助金

(全国指導センター、

都道府県、連合会・組合)

ｲ 生活衛生振興助成費等 409 0 ・前年度限りの経費

補助金

ｳ 生活衛生営業指導費 492 0 ・前年度限りの経費

補助金

ｴ その他 24 24

(2) 生活衛生金融対策費 1,229 1,532 ・生活衛生資金融資補給金

〔貸付計画額： 1,200 〕億円

< 133> < 107>

２ 建築物等環境衛生対策 11 9

< 133> < 107>

(1) シックハウス対策費 10 8

< 1> < 1>

(2) 建築物環境衛生管理技術者 1 1

国家試験費

＜ ＞は他局計上分を含む。
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１１．地域保健対策

百万円

＜ 1,017 ＞ ＜ 831 ＞

地域保健対策 632 535

＜ 592 ＞ ＜ 449 ＞

１．地域健康危機管理対策 207 152 　・健康危機管理支援ライブラリーシステム

　　の推進 　　事業費 35

　・地域健康危機管理対策事業費 113

　・厚生労働科学研究費  297  

　　　健康安全・危機管理対策総合研究費

　　　（※厚生科学課計上）

２．人材確保・育成対策の 173 149 　・市町村保健活動体制強化費 11

　　推進

　・地域保健従事者現任教育推進事業 85

改    地域保健従事者の現任教育体制の構築 53

改　　保健所保健師等育成支援事業 9

改　　市町村新任保健師等育成支援事業 20

　・保健師管理者能力育成研修事業 9

改・地域保健活動事業等経費 9

改・地域保健対策啓発普及経費 30

３．地域保健対策の推進 252 234 　・地域・職域連携推進関係経費 53

改　　地域・職域連携推進協議会の機能強化 3

　・ホームレス保健サービス支援事業費 5

注）　<  >は他局計上分を含む。

百万円 百万円

事　　　　　　項
平成２２年度 平成２３年度

備　　　　　　　　　　　　考
予 算 額 予算額（案）
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１２．保健衛生施設等整備

平 成 22 年 度 平 成 23 年 度
事 項 備 考

予 算 額 予算額（案）

百万円 百万円 

 保健衛生施設等整備 5,827 2,483

　１．施設整備費 1,229 783

　２．設備整備費 4,598 1,700

　　　エイズ治療拠点病院における個室整備、剖検室改修、エイズ専用外来診察
　　室、相談指導室の整備事業の補助先に、独立行政法人国立病院機構及び国立大
　　学法人を追加する。

 改　エイズ治療個室等設備整備事業

 新　HIV検査・相談室施設整備事業

　　　都道府県、市町村、公的医療機関等が設置するHIV検査・相談室の施設整備
　　を行い、エイズ対策の推進を図る。

 改　エイズ治療個室等施設整備事業

　　　エイズ治療拠点病院における個室整備、剖検室改修、エイズ専用外来診察
　　室、相談指導室の整備事業の補助先に、独立行政法人国立病院機構及び国立大
　　学法人を追加する。

 新　HIV検査・相談室設備整備事業

　　　都道府県、市町村、公的医療機関等が設置するHIV検査・相談室の設備整備
　　を行い、エイズ対策の推進を図る。

補 助 対 象 メ ニ ュ ー

【 施 設 整 備 費 】

・感染症指定医療機関

・新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ患者入院医療機関

・感染症外来協力医療機関

改・ｴｲｽﾞ治療個室等の施設

新・HIV検査・相談室

・難病相談・支援センター

・原爆医療施設

・原爆被爆者保健福祉施設

・放射線影響研究所施設

・農村検診センター

・結核研究所

・結核患者収容モデル病室

・多剤耐性結核専門医療機関

・医薬分業推進支援センター

・食肉衛生検査所

・精神科病院

・精神科救急医療センター 等

【 設 備 整 備 費 】

・感染症指定医療機関

・新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ患者入院医療機関

・感染症外来協力医療機関

改・ｴｲｽﾞ治療個室等の設備

新・HIV検査・相談室

・難病医療拠点・協力病院

・原爆医療施設

・原爆被爆者保健福祉施設

・原爆被爆者健康管理施設

・食肉衛生検査所（BSE検査）

・がん診療施設

・さい帯血バンク

・ヒト組織バンク

・眼球あっせん機関

・結核研究所

・医薬分業推進支援センター

・と畜場

・市場衛生検査所

・マンモグラフィ検診機関

・精神科病院 等
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